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はじめに

学校支援地域本部（以下地域本部と略記する）や学校運営協議会をもつい
わゆるコミュニティ・スクール（以下CSと略記する）は，「地域とともに
ある学校づくり」を通して社会全体の教育力の向上をはかるための制度や事
業である。生涯学習の理念に照らして考えると，地域づくりと学校づくりは
密接につながっている。地域から学校へという一方向だけではなく，学校か
ら地域への影響もあることは見落とせない。すなわち，学校づくりに保護者
や地域住民が関わることは，子どもだけでなく，大人自身の育ちや地域づく
りにもつながり，学校は大人たちの発達や成熟を促すうえで重要な役割を果
たす「生涯学習の場」と考えることもできる。しかしながら，「地域ととも
にある学校づくり」に関する先行研究を概観すると，小島弘道のように校長
の学校運営に対する監査機能や学校ガバナンスに着目した研究(')や，岩永
定のように学校運営に地域が参画することによって生じる学校組織の変化に
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ついて考察した研究(2)，あるいは大林正史のように地域住民が教育活動に参
画することで児童・生徒の学習活動が質的に改善される点に注目した研究(3)
など，いずれも学校組織の改革や授業改善の方途という一方向だけに注目さ
れる場合が多く，地域教育力の向上や地域社会全体の活性化といった地域づ
くりとしての側面から考察されることはあまし)多くはない。こうした問題意
識から，あえてわれわれは地域本部やCSを「学校とともにある地域づくり」
の「仕組み」と捉え直し，その運営のあり方を「協働」という視点から考察
しようとしている。
地域本部を事例にとりあげ，学校・家庭・地域の連携協力事業の運営の実

態について分析を行った調査(‘!)や，積極的な事業を展開している先進事例
のインタビュー調査(5)，地域本部の実態をさぐる全国アンケート調査(6)など
の成果をとりまとめてみると，①地域本部には組織的な不安定さが存在し
運営体制とりわけ，事業全体の方針や活動の企m･運営を行うような組織の
整備が不十分であること，②そうした弱点を補うためには，制度的な後ろ燗
をもつCSと連携をとった運営体1jllを榊築することが有効なこと，ただし，
③CSと地域本部が並立した学校では，学校支援活動の企画を実質的に学校
中心で運営するケースが多く，そうした学校ほど，連携のデメリットとして
管理職を中心とした教職員の負担の増大をあげた学校が多いこと（表l参
照)，さらに，④活動の企画・運営の検討実施体制づくり．終了後のふり
かえりといった一連の流れを地域住民と教職員とが相談しながら協働で進め
ている活動（以下「協働活動」と略記する）を実施している学校ほど,CS
と地域本部とを連携させて運営するメリットを強く実感できていること
(表２参照）が明らかとなっている。つまり，組織づくりという連携のフアー
スト・ステップを乗り越えたならば，セカンド・ステップとして，「協働活
動」を導入し，活動の質を高めていくことが肝要だということが．定量的な
分析によって確認されたのである(７１．
そこで本稿では，第１節において，「協働活動」の具体事例を収集するた
めに実施したインタビュー調査の方法とその概要，さらにそこで収集できた
｢協働活動」の事例を，「協働」の概念の生みの親ともいえるバーナード
(Barnard,CI.)の理論に準拠しながら整理し，学校・家庭・地域の連携協
力における「協働」の成熟度を捉えるモデルの開発を行う。第２節では，先
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表ｌ地域本部の活動の進め方別にみた「校長や管理職の負
担増」をデメリットに選択した割合
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表２「協働活動」の有無別にみたCS･地域本部を連携して運営す
るメリット
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述の成熟度を捉えるモデルにあてはめて「協働」の成熟度が高い２校の事例
を取り上げ、その特徴を，とくに活動を展M1するうえでどのようなリーダー
シップが発揮されているかに着目して分析した。第３節では．わが国の学校
経営研究で展開されてきた「協働」論の議論を再検討することを通じ．「協
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伽活動」を生起，発展させるうえでの「学校とともにある地域づくり」の課
題について，考察を行う。

1.学校・家庭・地域による連携活動の成熟モデル

一口に「協働活動」といっても規模や活動は多1l皮にわたっており，地域住
民と教職員とがどのような運営体制で実施しているのか，その様態を把握す
ることはアンケート調査では難しい。そこで，いかなる「協働活動」が，とﾞ
のような経緯や運営体制の下で取り組まれているかについて詳細な情報を収
集するため，インタビュー調査を実施した。
事例の選定にあたっては，先行して実施していたアンケート調査の内容を

基本としながらも，各種文献・資料や各校のホームページなどで紹介されて

表３インタビュー調査を実施した学校の概要
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Ｉ J地域住民が指導支擬を行う活動 卜、
＊登下校の見守り活動
＊声かけ･あいさつ運動
＊環境整備(芝生や花壇の整備､校内
掲示物の作成）

＊キャリア学習･奉仕活動の受入･指導
＊授業､クラブ･部活動での指導補助
＊ゲストスピーカー
＊放課後､土曜の体験活動や自主学習の
支援［、 ノ

ノ,I育てたい子ども像の共有｡啓発活動 卜、屍、.'､̅．』ｰ曹!か…へ旬日"普'写…ｊ
＊健全育成､生活改善の運動(ノーケーム
デー､スマホの適切利用､早寝･早起き
朝ご飯運動）

＊教育に関するシンポジウム･講演の開催

■１詞

*総合学習の教材開発
*地域祭りなどの企画･実施

、 ノ

図ｌ「協働活動」の概要

いる事例なと．も参考にした。加えて,CSの指定については，「西高東低」型
をとっているとよく指摘されることもあり(8)，地方が伽らないよう配慮しな
がら抽出を行った。訪問期間は,2014年８月から2015年２月までの７カ月間
であり，選定した学校のうち,１１都道府県にまたがる20校に調査への協力
をいただくことができた（表3参照)。
インタビュー対象としては，校長のみ，もしくは校長と教頭の双方であっ

たケースが圧倒的に多かったものの，なかには校内分掌として地域連携を担
当する教職員や，教育委員会事務局の担当者，地域コーディネーターが同席
したケースもあった。そうして収集した「協働活動」の具体的な取組を，そ
の活動のねらいごとに分類したものが，図ｌである。大きくは，「子どもが
安心して成長できる環境づくりのための活動｣，「育てたい子ども像の共有・
啓発の活動｣，「地域住民が子どもたちを直接指導・支援する活動｣，「地域ぐ
るみでコンテンツなどを作り上げる活動」といったものがあった。
「協働活動」が発現する体制を分析していく視点として，本研究では，教

職員と地域住民という立場の異なる者どうしの「協働」の成熟度に着目し
た。「協働:collabOration」については，バーナードの言う「共通の利害関
心を持つ人びとが共通の目的のために機能的な協力をすること」といった定
義(9)が，経営学や教育経営学の分野で専門用語として定着している。そし
て，国内外を|川わず，バーナードの「協働」の概念に依拠した研究の多くで
は，活動を担う人々や組織どうしの関係性が最も成熟したステージとして

子どもが安心して成長できる環境づくりの活動
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｢協働」が位置づけられている。とくに近年．教育や福祉の分野においては．
ともに活動する人や組織が「協働」の関係に至るまでの成熟の段階を，情報
や資源責任についてと．こまで共有しているかによって４段階(networking,
coordinating,cooperatillg,collaborating)に分けて捉えるモデルが|＃1発さ
れ，アセスメントツールとして浦用されている('0)。
この４段階にⅨ分された典型的なモデルについて解説すると，雌初の

networkingは，情報を積極的に交換しあうことで互いの状況や，日々の活
動について理解しあえるようになった関係性をさす。情報のやりとりをきっ
かけに好意的な交流が盛んになると，自分たちの活動に支障や無理が出ない
範囲で，相手の協力の依頼に応え，ともに取り組む活動が始められる。これ
がcoordinatingの段階である。ともに活動する成功経験が積み上がっていく
と，互いに関心をもちあい目標を共有できる活動については，ケースバイ
ケースではなく，計画的に実施する体制づくりが求められるようになる。そ
のための組織や計画（企画・実施・評価)，予算担当者が配置された段階
がcooperatingである。そして，最終段階のcollaboratingに至ると，連携し
あう活動の充実・改善だけでなく，連携相手の充実や成長までも自らの責任
として関わりあう，“欠くことのできない"(codependence)関係性が成立
するという。
こうした先行研究を手がかりとし，インタビュー調査によって収集した

｢協働活動」の発展経緯に関する情報をあてはめ，「協働」に至る学校と地域
との関係性の成熟を４段階に整理したものが図２である。
今回のインタビュー調査を行ったすべての学校は,CSと地域本部の双方
を設置し，組織的に取ﾚ)組んでいる事例である。そのため，すべての事例が
第３段階以上に到達しているが，まずはそこに至るまでの２つのステップ.に
言及しておきたい。
第１段階を「情報共有の関係づくり」と*!づけた。この段階では,I'I治会
のｌＵｌ覧板等で学校通信を配付したり，地域住災に学校行事への兄学や参加を
呼びかけたりするような関わりをさす。次に、空き教室の地域利用や，顔見
知りの地域住民に単発的な学校支援ボランティアを依頼する活動がはじまっ
た第２段階を，「依頼・協力の関係づくり」とした。
第３段階では，こうした活動を継続的，安定的に取り組む体制が立ち上げ
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連携活動の充実･改善にむけ学校を含む連携活動に関わ
た方針や取り組みを､教職る組織･グループどうしのプ
負･地域住民･保瞳者が参加ﾗｯﾄﾌｵｰﾑを立ち上げ､互
する校内組織で漣継し､活勘いの充実･改善に向けて協蟻
に 取 り 組 む 。 し ､ 活 動 に 取 り 組 む ｡

地域と連携が必要な活動を教負
が地域･家庭に依頼し､地域住
民や保腰者は可能な範囲でそ
の実施に協力する。

け 云 堅 盲 １ ， ■ 噂 Ⅱ 』

組みを､教職,保瞳者が参加
で漣継し､活勘

学校情報を地域や家庭に積
極的に伝える

図２学校・家庭・地域の連携活動における「協働」の成熟モデル

られたり，あるいは教育改革．改善の施策として地域本部やCSのような事
業や制度が導入された段階であり，「地域とともにある学校づくり」と呼ぶ
こととした。ここでは，予算措置がなされてコーディネーターや活動費が確
保されたり，校内分掌が変更されて地域連携担当教職員などが配備された
り，地域連携活動の方針や内容について協議する校内組織が設置されるな
ど，人・金・場所・時間などを共有しあう関係が誕生することとなる。
この第３段階から第４段階へと転換するためには，地域住民が学校活動の

充実・改善に貢献するだけでなく，学校もまた地域の充実・改善に貢献する
ことに目を向けていかねばならない。自治組織や社会教育施設等が実施する
教育的活動の充実・改善活性化に関わる取組の一つとして，学校と地域と
が連携する活動が位置づけられる段階であり，これを本研究では，「学校と
ともにある地域づくり」と名づけることとした。なお，この第４段階に到達
した関係性が構築されている事例は。全20校中７事例であった。次章では。
それらのうち，とくに地域の充実・改善に貢献することに努力を傾注してい
る二つの事例をとりあげ，どのようなリーダーシップのもとで活動が展開し
ているのか，具体的に見ていくこととしよう。
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2．「学校とともにある地域づくり」における「協働活動」
とリーダーシップ

事例(１) : I小学校
一つ目の事例は，大都市に所在するｌ小学校で，校長と地域の側からも学

校運営協議会長がインタビューにこたえてくださった。Ｉ小学校区内では一
戸建てが多い地区とマンション群が中心の地区とでは自治会の組織状況が異
なっていたり，校区全体のまとまりも育めていないなど，校区全体の地域づ
くりの課題に直面していた。そこで学校運営協議会は，「子とゞもを皆で見守
ろう」というビジョンを掲げたまつり「ふるさとまつり」を主催し，地域の
凝集力を高める活動に乗り出すこととなった。このまつりは，旧来からの地
縁関係でつながっていた人々や団体がl小学校を舞台に．出し物を披露した
り，発表や展示，模擬店を実施したりして，年を追うごとに多様な取組に広
がっている。年１回のビッグイベントであるこのまつりは，今では，「地域
と保護者と学校が一体となって団結している(I小学校）地区に住めて嬉し
い」という声が寄せられるなど(ll).単なる学校支援のレベルを超えた地域
への愛着や信頼関係の構築に一役買う意義をもち始めているようだ。
こうした学校と地域の「協働活動」の最大の特徴は，まつりの企画・運営
を校内組織である学校運営協議会が執り行うのではなく,I小学校区の11の
地区の町内会や自治会，子ども会やPTAといった諸団体に広く参画を呼び
かけ，そこから選出された約90名から成る「ふるさとまつり実行委員会」
という組織体制をとっている点である。地域を巻き込もうという，学校運営
協議会の当初の目論見が功を奏しているといえるだろう。さらに，まつりに
よって得られる収益を，日常的な学校支援ボランティア活動の充実・改善
や，地域コーディネーター，ボランティアたちの力量向上のための研修に活
用している点も見逃せない。まつりの純利益は,１回につき５0万円に達して
おり，当該年度の実行委員会が解散されると同時に全額が学校運営協議会
に寄付される仕組みとなっている。学校運営協議会は「ファンド委員会」と
いう１１地区の自治会長子ども会やPTAの会長のほか，地域コーディネー
ターで構成される組織を設けており．そこで協議された活用案が学校運営協
議会に提案され、執行されることになる。
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事例(2 ) : Q小学校
二例目のＱ小学校は，４つの小学校と１つの中学校が合同で「学園運営協
議会」を設けており，小中一貫教育が実現できるよう目指している。もっと
もこうした手法は，いわゆる「学園方式」とか「三鷹メソッド」と呼ばれ，
導入している中学校区は今日めずらしくない。それでも本事例が特筆に値す
るのは，同学園の学校運営協議会にあたる「学園運営協議会」が，５学校と
地域との「協働活動」によって、９年間を通じた教育計画のグランドデザイ
ンである「夢と志プラン」を合同で策定し，それが空手形で終わることのな
いよう，年間を通じて各学校間で調整して運営する仕組みが整えられている
からである。
「夢と志プラン」は，最終的には「学園運営協議会」で承認を得ることに
なるのだが，そのプランのたたき台を作成するのは，「学園事務局」と呼ば
れる，５校に１名ずつ置かれている地域コーディネーターと事務局長１名の
計6名である。ここで議論を重ねた案が，校長５名と市立保育園代表１名に
地域コーディネーター３名と事務局長を加えた１０名（平成26年度）で構成
される「学園理事会」にあげられ，そこでさらに練られたものが。「学|刺運
営協議会」に提案されるというプロセスを経る。通常の学校運営協議会で
は，このグランドデザインを描くのは校長であり，それを地域サイドが承認
するという形をとる。しかし，本事例においては，まず地域サイドがプラン
を提案し，続いて学校サイドから校長も加わって練り上げ，最後に両者で承
認しあうという，地域に開かれた場で学校・家庭・地域の連携協力の取組が
企画運営されているところに，大きな特徴があるといえよう。
「夢と志プラン」では，小学校入学から中学校卒業までの９年間を前期

中期後期の３期に分けて，地域と共有する「目指すべき子ども像」が提示
され，大まかな指針が定められている。この見通しのもとに，同一の中学校
に卒業生を送り出す４つの小学校では，校長がリーダーシップを発揮して学
校の実情や地域の特性に合わせたカリキュラムを個別に編成していくことに
なる。ただし，同じテーマの学習や，複数の学校が合同で取り組む活動が，
小学校１･２年生では生活科の学習，小学校３･４年生では総合的な学習の授
業内で，小学校５．６年生では自然体験学習や職場見学，修学旅行の機会内
に設けられており，どの小学校出身の子と．もであっても同質の教育体験が積
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み上げられるよう，校長間で連携をとりながら運営がなされてもいる。各校
のカリキユラムに通底する「夢と志プラン」が，もとより地域サイドから提
案されたものであるだけに，地域住民は自律的に多彩で実現可能な学校支援
のアイディアを学校側に提案することが可能になっており，教職員と地域住
民との「協働活動」がいっそう促進されていくこととなる。
このように，地域の側がイニシアチブを発椰して進められる「協働活動」

が確実に成果をあげていることは注目に値するものといえよう。

3．「協働」論の再検討からみた「学校とともにある地域
づくり」の課題

地域本部とCSに取り組む学校の全国アンケート調査において，「地域の
学校支援活動が充実したか」という質問に，肯定的回答（｢そう思う」「どち
らかと言えばそう思う」）をした割合は87.7％であったのに対し「学校支援
活動が，地域住此の学習成果を生かす機会となったか｣，「地域全体の教育力
が向上し，大人も子どもも含めた住民の学び合いが活発になったか」という
問になると，それぞれ58.2％，58.3％と大きく下l'IIっていた('2)。すなわち，
学校・家庭・地域の連携協力において，学校支援というねらいが認識される
時期と，そこに|乳lわる大人の学びの場になっていることやそれによって地域
の教育力そのものが向上するといったねらいが浸透する時期には，一定のタ
イムラグが存在することを証左している。そうした傾向は，今回インタ
ビュー調査でも確認でき，図２で指摘したような連携活動の成熟プロセスが
第３段階から第４段階へと移行するのも，それほと奇容易でないことを物語っ
ている。
地域全体の教育機会の充実・改善の枠組みへとなかなか展開しづらい要因
のひとつとして，多くの場合連携活動をリードしているのが校長を主とす
る教職員であることがあげられるだろう。インタビュー調査でも，学校経営
の理念に学校支援活動をどう位置づけているかが話題の中心となりがちで，
地域からの視点が語られるケースは非常に少なかった。つまり，現時点では
学校・家庭・地域の連携協力の推進は，校長ら教職員の「協働」のとらえ方
が、重要な鍵となっているのである。そうした教職員のエートスを理解する
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ためには，わが国の学校経営研究で議論されてきた「協働」論を，学校・家
庭・地域の連携協力の文脈に引きつけるかたちで再検討してみる必要があ
る。
日本の学校経営研究の中では，もっぱら学校組織内での「協働」に研究関

心が向けられ，蓄積がなされてきたといってよい('3)。学校経営をめぐる「協
働」論を整理した藤原文雄の論考('4)を手がかりに，「統制の原理」と「合意
の原理｣、それから「自律性の原理」という３つの軸から紐解いてみよう。
学校経営においてはある目標を設定してその達成を目指すことが常態であ
るから，目標の達成に向かう組織化のあり方は，組織内の諸部分を統括し
て，個々の構成員に同調を強いる「統制の原理」が働くことになる。一方で
組織内の構成員は活動に対する多様な諸欲求をもっていて，それを組織化の
過程に組み入れる際には「合意の原理」を必要とする。この二つの原理のう
ち，「統制の原理」が強く押し出されれば，学校経営を主導する立場の者，
すなわち校長の「家父長的・温情主義的協働」になり，個々の教職員間での
｢合意の原理」が強くなれば．「民主的協働」になるとした。「家父長的・温
情主義的協働」は，必ずしも負の側面ばかりではないものの，主導する立場
の者のビジョンや力量に大きく左右されるため，その手腕は一般化しにく
く、組織としての継続性や多様性が危ぶまれる可能性がある。また，見かけ
上，「民主的協働」が成り立っているように見えても，内実は校長が掲げる
学校運営を個々の教職員が槌|･酌して最終的には予定調和的に当初方針に着地
する同調主義に陥っている「擬似民主的協働」には，注意せねばならないと
いう。
では，「民主的協働」が最良の策かといえば，そうでもない。藤原は，教

職員が，専門職であることから一般には「自律性の原理」を強く内面化して
おり，実際のところ，「合意の原理」を強く打ち出して「民主的協働」を目
指しても，個々人の考え方や価値観が簡単には修正されないため，目標の共
有化ひとつとっても前に進みにくいといった課題があるという。それを乗り
越えるには，教職員の各自の専門性を尊重しつつも一旦は脇に置いておき，
むしろ教職員どうしが日常的にさまざまな形で結びつくことを奨励し，そう
した環境の中で実施されるプロジェクト的取組において、その文脈で生じる
目的や必要性に対応していくことが現実的であるとした。そこで，「合意の
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原理」「統制の原理」の共に弱い領域を見いだして「共存的協働」と名づけ，
教職員の新たな「協働」のあり方を提起した。
ここまで見てきたように，立場の異なる多様な人々とパートナーシップを

めざす場合，「合意の原理」や「統制の原理｣。あるいは専門職集団のもつ
｢自律性の原理」といった視点から学校における「協働」を理解をしようと
すると，それぞれに課題が見つかる。校長の絶大なリーダーシップの名のも
とに教職員のみならず地域住民をも巻き込んだ「統制」が強化された「家父
長的・温情主義的協働」は，学校・家庭・地域の連携協力の組織の立ち上げ
や初期の取組を大きく推進できるものの．校長をはじめとする管理職の負担
と責任は重く，取組の継続性や多様性が危ぶまれることとなる。「擬似民主
的協働」に堕せば，近年CS研究の中において地域住民の「無言委員」の存
在が問題視されているように(15).事業や制度の存在価値を失う。「開かれた
学校づくり」に対する理解が教職員と地域住民との間で深められるのであれ
ば，「民主的協働」や「共存的協働」が成立し円滑に進むのであろうが，そ
れができない限りは，学校と地域との隔たりは埋まらない。そうした視点か
ら「共存的協働」をみると，確かに専門職性という問題を地域社会にどこま
で適用できるのかという課題は残るが，活動に取り組む中でビジョン，目
標計画が次第に共有されるという「協働」の捉え方や，互いを尊重しなが
ら関わりあいを重ねていこうという性質においては，学校・家庭・地域の連
携協力の取組においても一定の示唆をもつ。
もう一点，藤原の言う「共存的協働」では，自律性をもつ教職員に関する

文脈ではあるが，それが学校の分裂を招かないよう，個々の交流を促進し，
信頼関係の構築を重視するリーダーシップを校長に求めている。これをひと
つのヒントとして学校と地域の連携について考えてみると，たとえば，２節
で取り上げたl小学校の校長は注目すべき発言をしている。Ｉ小学校のCSの
立ち上げと組織づくりに関わった当時の校長は，地域の地盤沈下を防ぐこと
こそが学校の発展につながるという卓見をもって，優れた行動力でCSの活
動と学校支援活動とを軌道に乗せていった。しかし，このまま力のあるリー
ダーに周囲の人々がのつかっていただけであったならば，「家父長的・温情主
義的協働」となっていたかもしれない。前校長から引きついだ現校長が，自
らの使命に据えたのは，「｢地域の一員としての学校」というビジョンを自分
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の任期中どこまで浸透させられるか」だとインタビューで語っているよう
に，校内に対しては学校の児童・教I職員がまつりに積極的に参加するよう旗
振り役を務めている。地域に対しては，学校設備の貸し出しや授業スケ
ジュールの調整などが円滑に進むよう取りはからいながらも「ファンド委員
会」にはオブザーバーという立場での参加にとどめ，地域の自律性を尊重す
るよう心がけている。このような柔軟な関わり方をしていることは，「学校と
ともにある地域づくり」のマネジメントを捉える上で注目すべき点だと言え
よう。

おわりに

冒頭に述べたように，本研究グループのそもそもの問題意識は，地域本部
の組織的脆弱さに端を発したものであった。その弱点をCSとの併用で補っ
ている学校をこれまで調査してきたわけであるが，改めて「『協働』の成熟
モデル」といった概念で検討していくと，「協働」が成熟している学校では，
校内に閉じられた組織ではなく，地域に広く開かれた組織づくりが試みられ
ている点に気づかされる。本稿でとりあげた事例で言えば,I小学校地区の
｢ふるさとまつり実行委員会」やＱ小学校が参加している「地域青少年育成
会議」は，学校支援や学校改善を行うためだけの組織ではなく，高い教育力
をもった地域づくりを目指すために，公民館あるいはPTAや近隣の事業
所，大学など，多様な組織が乗り入れる，いわゆるプラットフオームのよう
な組織が構築されている。そこには，個々の学校も地域の一員として参画し
ている。とくにＱ小学校では，こうした地域全体での連絡調整を「学園事務
局」が担うことで，学校教育だけでなく，地域で実施されるあらゆる教育機
会が同じビジョンのもとでより強力に推進されるよう工夫がなされていた。
このような運営方式が確認されたことは，地域本部の地域教育協議会の機

能をCSの学校運営協議会に代替させようとする動向(１６)にも一石を投じる
こととなろう。そもそもCSは校長が作る学校運営の基本計画を承認した
り，それに対して意見を述べたりするのが第一義的な役割である。そのた
め,CSでも地域全体の教育力を高めていくことに関心が向けられないわけ
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ではないものの，それは校長が学校経営を進めていくうえで必要と考える範
囲を超えるものとなりにくい。言い換えれば，「学校とともにある地域づく
り」の実現はひとえに校長の見識にかかってくることになってしまう。しか
も，そこでの協働は‘地域住民の面子をたてつつ実質的には校長等が学校運
営協議会を動かしていくような「疑似民主的協働」であってはならないし，
だからといって，長い教員生活を前提にして初めて培われる「民主的協働」
を目指しても，教育の専門家ではない委員を前にしてはうまく機能しないだ
ろう。地域教育協議会の役割を軽視しCS単独で地域との協働を進めようと
すれば「地域づくし)」に理解のある校長には多大な負担がかかり，理解の
進んでいない校長のもとでは，校長からの提案に委員が形式的に賛同してし
まうなど，学校運営協議会制度そのものが形骸化してしまう恐れがある。う．
ラットフォームの方式は，複数の組織によって共有されたビジョンがあると
いう意味で，個々の校長頼みということにはならないし，背景が多様な参加
団体によって活動を進めていくことは，「共存的協働」が起こりやすい構造
をもっていると言えよう。
実際的に考えれば，学校の立場がプラットフォームに乗り入れる参画者の

一員へと変化することによって，地域とのパワーバランスに変化が生じるこ
とにも，十分な留意が必要である。われわれが示した「『協働」の成熟モデ
ル」において，「学校とともにある地域づくり」を標傍する第４段階にあっ
ては，校長が校内には強いリーダーシップを発揮して地域づくりへの積極的
な参画を強調しつつも，先に分析した事例に共通するように，地域住民との
関係においては，地域の自律性を損なうことなく信頼関係を結ぶためのさま
ざまな配慮を自ら率先して取り組んでいる。学校・家庭・地域の連携協力を
積極的に主導してきた「校長」のあり方は，ここに至って，サーバントリー
ダーシップ('7)の方向にシフトしているようにもみえる。すなわち，学校づ
くりに地域住民を引っ張りだすことに腐心するよりも，皆が地域づくりに意
欲をもって関わるように仕向け，いわば地力をつけた地域からその一員とし
て学校が恩恵を受けるというあり方である。
さらに，「学校とともにある地域づくり」のもっとも基本的な要件のひと

つは，本稿においても再三指摘してきたように，関係者の間における信頼の
醸成である。この点が強調されるのは，見方を変えれば、学校を含めた地域
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の関係者は多様であるがゆえに立場や考えの違いが大きいことの裏返しであ
り，そうした個々の特性を組織の参加者が理解しあって質の高い活動を創出
するパートナーへと変化するさまが，まさに「協働」が成熟していくプロセ
スであろう。そして,cooperatingとcollaboratingをわけるポイントとして
互いの力量を向上させる取組の有無をあげる論者がいるように(18),「学校と
ともにある地域づくり」を促す「協働」においては，大人どうしの学びあい
が展開していることが不可欠である。先行研究では，理念型として，地域本
部における地域教育協議会が「学習する組織」となるよう提案されている
が(19),今回の調査研究において「協働活動」という場がそうした機会となっ
ていることが確認された。さらにそれを支える組織をどう運営していくか
についても考察することができた。
今後の課題は，こうした大人の学びに対する学習支援のスキームを開発す
ることである。学校支援活動に参加している大人は，学校や子どもたちのた
めに知恵を出しあって作り上げている活動そのものが。自分たち大人にとっ
てどのような学びになっているかについては自覚的でないことがほとんどで
はないだろうか。その意味で，学校支援の活動は大人にしてみれば無意図的
な学びの要素が強いものである。こうした性質をもつ学びに対する支援は，
意図的計画的に進めることが難しい側面があることは否めない。よってまず
は，学校支援に取り組む大人の学びの内実を丁寧に描き出すことにより，「協
働」を成熟させる学びのポイントをつかむことが求められよう。
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